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本稿では,情報通信技術 (ICT)サービスの貿易における比較優位の
決定国を要素厳存比率理論に基づいて分析し,日本の ICTサービスの
貿易収支赤字の要因を考察する.本論での ICTサービスとは,いわゆ
る貿易に体化されたサービスを指すのではなく,生産物として取引され
るサー ビスの ことをい う.顕示比較優位 (eeldCmprtvRvae o aaie 
Advantage)指数を計算すると,日本は比較優位を ICT製品に有する
一方で ICTサービスには有していない.OECD13カ国のデータを用い
て実証分析を行った結果,熟練労働力は ICTサービス貿易にとって比
較優位の重要な決定と考えられることが明らかになった.しかし,日本
は相対的に熟練労働豊富国であることから,ICTサービスの貿易赤字
を説明するためにはさらに補完的なモデルが必要である.
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l はじめに
情報通信技術 (nomainn o nctos ehooisIfr toadCmmuiainTcnlge,以下では 
ICTと略す)の飛躍的な発展によって,世界の多 くの国々ではサービス経
済化の進展のペースが速まっている.特に OECD3)加盟国において,GDP
に占めるサービス産業の割合はきわめて高 くなっている.また,ICTサー
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ビス ･製品を生産する産業はもとより,そのような技術を活用するその他の
産業による雇用創出も拡大 している.実際,ICTを活用する多 くの産業,
特に金融サービスや ｢その他のビジネス ･サービス｣部門において,ICT
にアクセスする機会の拡大が,サービス経済化の進展の大きな要因となって
いる4).さらに,国内の ICT及び ICTを活用するサービスや製品の生産 ･
消費が拡大するに伴い,より多様なサービスや製品が国境を越えて貿易され
るようになり,それにより世界経済の結びつきも一層密接になってきている･
このように ICTを通じたグローバル化の進展という状況は,現代社会の顕
著な特徴の一つとして捉えることができる5).
日本も全産業に占めるサービス部門の割合は 6-7割と非常に高く,サー
ビス経済化の進んだ国の 1つであるといえる6).また近年は,サービスにお
ける国際貿易が製品の国際耶 は りも速いペースで増加している.日本銀行
の 『国際収支表』により計算すると,200年から2006年にかけて製品輸出
の成長率は約 45%であったが,サービス輸出の成長率は約 83%である･し
かし,図 1が示しているように, E]本の貿易パターンは依然として,製品貿
易における黒字とサービス貿易における赤字という対照的な構造を特徴とし
ている.特にコンピュータ･情報製品の貿易収支が黒字である一方,同サー
ビスの貿易収支は赤字である.このような巨額の製品貿易の収支黒字を考え
ると,日本の ICTサービスの貿易収支が赤字である理由に関心を持たざる
を得ない.
日本はサービス部門に比較優位を有していないと指摘されることが多い･
また,ICT部門についても,投資額は非常に大きく,生産額では世界でア
メリカに次 ぐシュアを占めていながら,ICTの活用という点では遅れを
とっている7).総務省編 (2007)が指摘しているように,ICTサービス貿易
の比較優位 (劣位)の源泉として,日本では ICT社会に必要な人的資本の
形成が他の先進国より遅れている可能性があるとも考えられる8)･現代では 
ICTの普及が経済活動にとって極めて重要になっており,ICTの人材不足
を解消することは日本の将来的な発展にとって不可欠である.
64 現代軽骨経済研究 第 2巻第 2号	 論説 :情報通信技術サービスおよび製品の国際貿易 65
そこで本稿ではこのような問題意識のもとに,ICTサービスにおける貿	 図 1 本の製品･サービス貿易E]
易パターンの決定因について,製品貿易にも共通する生産要素,特に熟練労
働力に焦点を当てて,それらの要素既存がどのように貿易に影響を与えるの
かを検討し.日本の ICTサービス貿易赤字の安国について考察する.ただ
し･サービス貿易の定義としては,国際収支表に計上される生産物としての
サービスを考え,国際貿易理論で用いられる ｢貿易に体化されたサービス｣
については考慮しない9) 
OECD (206a)は,近年の ICT製品貿易に関するアイルランドの顕示比
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-
較僅位 leaev(R edComp eAdvivtaar getaan ,RCA)指数の変化を次のよう
に説明している工0)I｢(アイルランドの)顕示比較優位指数は,アイルラン
ドにおけるグローバル企業の投資がサービスに移行するにしたがい,顕著な
出所 :日本銀行 F国際収支表』(ウェブサイトよりダウンロード)低下を示している｣(p 5).すなわち,投資による資本等の生産要素のス7.
トックの変化が,ICT製品とICTサービスの比較優位構造の変化に影響し
2 日本の ICTサービス貿易の規模.パタ-ンと比硬骨位
ていると考えられる.これは.ICTサ-ビス貿易が.伝統的なヘクシヤー 
=オーリンによる生産要素厳存比率の理論を用いて説明されうることを示唆 本節ではまず,日本の ICT製品と同サービスの貿易収支の統計を観察す
していると解釈できる.そこで本稿では,主要 OECD加盟国の平均的な 
icS v ,以下では ITESと略す)も含めて,日本の ICT製品とICTサー
(る.また,情報技術によって取引が可能となったサービス 
es
leE-IT nabd 
検証し･日本の ICT貿易のパターンについても同様のモデルによって説明 ビスの相手地域別貿易パターンについて確認する.最後に,主な ICT製品
できるのかどうかを検討するという分析方法を採る. と ICTサービスの RCA指数を計算して,日本を含めた主要 OECD加盟国
について概観する･また･主要 OECD加盟国の ICTサービスとICT製品
T貿易パターンが要素既存のデータによってどの程度説明できるのかを er
ICT以下ではまず,国際収支表に基づいて日本の 貿易の規模とパターン について比較検討する. 
RCA 2 2-1 ICT ICTの貿易に関する 指数を計算して,比較優位の現状を検討する (第 日本の 製品と サービスにおける
IC
節)･次に,へクシヤー-オリーン-ヴァネック (H k h
-Ⅴ)による多数財の分析枠組を用いて.ICTサービスの貿易パターン
scec hn ,keanV-li10er 国際貿易の規模とパターン 
(a) ICT製品
CK
H
を説明する (第 3節)･さらに･この H-0-Ⅴモデルを ICTサービスの貿易 図 2において,日本の ICT製品の対世界総輸出大規模を見ると,2X
0-
)午, 
に応用した実証分析を試みる (第4節).最後に,第 5節で結論を述べる.	 202年,2004年の各年において,貿易収支は黒字であることが分かる.こ
の間に輸出額はやや減少しているが,輸入額はわずかに上昇している.図 2
の相手国 ･地域別グラフを見てみると.アメリカおよび欧州連合 (EU)25 
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ことが分かる.一方,インドに対する ICT製品の貿易は,日本にとって時
期的にまだそれほど重要になっていないようである.また,日本は非 
OECD諸国との ICT貿易に比較して.OECD諸国との ICT貿易でより多く
の黒字を得ていることも特徴的である. 
) ICTサービス(b ㈱
㈹
抑図 3 は,コンピュータ･情報-a (C&Ⅰ)サービスと通信サービス部門にお
ア(
アジ
■2001 
北
輸米出､アジ ア､ ヨーロッパ連合)
o
ける日本の対世界輸出入額を表わしている.前述の ICT製品の貿易パター
ンとは異なり,1996年から2006年までの全期間で貿易収支は赤字となって
アジア輪人 EU抽出 EU輸入北米輸入
E2
3-bと図 3-Cにより,C&Iサービスと通信サービスにおける貿易の地理的 出所 :日本銀行 r国際収支表J(ウェブサイ トよりダウンロー ド)往:地域は北米,アジア,およびヨー ロノバ連合 (EU)を表わす
パターンについて見てみると,C&Ⅰサービスでは.北米との貿易額がアジ
アや EU諸国との貿易額よりも大きくなっていることが分かる.また,対北
米貿易のみならず,アジアや EU諸国との貿易においても,日本の輸入額の
田1996 
いる.この C&Ⅰサービスの貿易赤字額の大きさは特に顕著である.次に図 
2鵬
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図 3-C 日本の地域別 ICTサービス貿易 :通信サービス 図4･a 日本の ITES貿易 
(10億円)
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(北米､アジア､ヨー ロッパ連合) 
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出所 :日本銀行 r国際収支表｣(ウェブサイトよりダウンロード〕
注 :地域は北米.アジア,およびヨー ロノバ連合 (EU)を表わす.
増加が目立っている.一方で通信サービスの貿易額は,1996年から2006年
にかけて減少している.ここでは.北米との貿易よりもアジアとの貿易の方
が大きい点が特徴的である.また.EU諸国からの輸入のみわずかに増加し
ている. 
(C 情報技術 I I Eald) (T)により取引が可能となったサービス (T-nbe
Sevcs TE)rie,I S
図 4-aは,｢情報技術 (IT)によ り取 引が可能 となったサー ビス 
(ITES)｣と呼ばれる産業の中でも代表的な.金融サービスと ｢その他のビ
ジネス ･サービス｣吾β門における日本の輸出入額を表わしている.ここでの 
ITESの統計上の産業分類は,国際連合によるサービス分類基準にしたがい. 
EBOPNo･260とNo･268のコード番号にそれぞれ対応している 1日 2㌧ 情報
技術や通信ネットワークの発展により,多くのサービスにおいて国境を越え
た取引が容易になってきているため.これらの産業部門を取り出して貿易収
支動向を確認することは,特に近年は重要であると思われる.図 4-aによ
ると,日本の金融サービス部門の貿易額は ｢その他のビジネス･サービス｣
部門よりも少ないが,2(伽 年以降は貿易収支が黒字になっていることは特
筆すべきである.｢その他のビジネスサービス｣部門においても,赤字額は
2 
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荏 :地域は北米.アジア.およびヨーロッパ連合 E TE TEald(U)を表わす.また,I Sは,I-nbe
SevCSの略語である.｢ LTlによって取引が可能となったサービス｣を意味する.rIe 情報技術 l
年々減少し,2005年には黒字に転じている.図 4-bと4-Cは日本の ITES
貿易の地理的パターンを表わしているが,2006年の日本の金融サービス輸
出を見ると,EU諸国に対して顕著に伸びていることが理解される,同年の
輸入額も対北米を若干上回り,日本の金融サービスの貿易は対北米から対 
EU諸国へシフトし始めている様子が伺える.また 206年時点で,｢その他
のビジネス ･サービス｣部門における対 EU諸国と対アジアの貿易は黒字で
あるが,対北米の貿易は赤字になっている. 
2-2 RCA指数による比較優位構造の国別比較 :日本および OECD
主要国の ICT製品とICTサービスの輸出を中心として
本節では,OECDに加盟するどの国が lCT製品や ICTサービスの生産に
比較優位を有しているのかを,RCA指数を計算することにより検討する. 
ICT製品の貿易に関する指数は OECD (206a)のウェブサイトから入手
し,ICTサービス貿易に関する指数については独自に計算した.ただし以
下に示すように,どちらの算出式も,いわゆるバラツサ (BelaBalassa, 
1979)の方法に基づいている 13).
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表 1 RCA指数 :lCT製品
出所 :軽済協力開発機構 OED2cca SaLn( C . 6):tEzkよりダウンロード 
(ht:ddlr/0771251044)p//xoOg118/8705 7. 
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バラツサの公式を用いると,例えば ICTサービスの貿易に関しては,あ	 表2-1 RCA指数 : CD加盟国の ITサービスおよび関連サービス主要 OE C
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なっている.ハンガリーは 1996年に0
7一 現代軽骨経済研究
CD加盟国の ITサービスおよび関連サービスC9という数値を示していたにもかか
わらず,1997年に 1を越え,それ以降の指数の値は上昇を続けている.
チェコ共和国の場合にも.1990年代後半には小さな値を示していたが, 
2000年以降は上昇し始め.2004年に若干ではあるが 1を越えている.一九
スウェーデンとイギリスは,200年以降指数の値が低下しており.その後 
200年代の始めから2(氾4年にかけて比較優位を失っていることが分かる.
次に.ICTを中心とするサービス貿易に関して,RCA指数の傾向を見て
いく.表 2には.ICTサービスと他の主なサービスについて計算した 2000
3.
年から205年までの RCA指数のうち.OECD加盟 8カ国に関する結果の
み示している.日本に関する数倍を見ると,サービス貿易全体に比較優位を
有していないことが明らかである.特に ICTサービスに注目すると,日本
は通信サービスやコンピュータ･情報サービスの貿易には比較優位を有して
いないということがよく分かる.情報技術により取引が可能となったサービ
ス (ITES),すなわち金融サービスや ｢その他のビジネス･サービス｣にお
いても,国際収支表では近年黒字を計上しているものの,比較優位は有して
いないということが判明した.日本が比較優位を有するサービスは,特許権
表2-2 RCA指数 主要 OE
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等使用料 (266:ROYALTIESANDLICENCEFEES)のみである.
同様の状況は韓国のサービス貿易についても観察される.ICTサービス
や ITESに比較優位を有しておらず.韓国の場合はさらに.特許権等使用料
サービスにも比較優位を有していない.しかし日本と同様に,製造業製品や 
T製品の貿易には比較優位を有している.このように製品貿易とサービ
ス貿易との対比が顕著である.
主要 OECD加盟国の中でもイギリスは,ICTサービス,ITES,特許権等
使用料サービスなど,多くのサービス部門に比較優位を有している.しかし
同国は,製造業製品には比較優位を有していない.特に ICT製品について
は,2004年からは比較優位を持たなくなっている.以上のことを踏まえる
IC
13 
n D 
と,とりわけ情報通信技術に関しては,製品貿易とサービス貿易との国際競 出所 :経済協力開発機構 (OECD).TTad " sdu e (ウエ1サイトよりダウンロード)
荏 ,筆者による計乱 表中のコード番号は Un S(2002)の EBOP (Ex ndedB ceofP
争力の間には相互に何らかの関係が存在しているように見ることができる. rvse esic Class
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このような関係は･アイルランドの RCA指数の動きを見るとより鮮明に
なる･アイルランドは ICTサービスとITESでは比較優位の程度を高めて
いる一方で･通信サービスや製造業製品に関する RCA指数は低下している. 
ICT製品の指数は,2004年の時点では 1を越えてはいるが.徐々に低下し
ている･OECD (2006a)で言及されているように,この背景にはアイルラ
ンドの企業が (ICT)製品から (ICT)サービス部門に投資を移行させてい
るためではないかと考えられる.
アメリカは,金融サービス･｢その他のビジネス ･サービス｣,さらに特許
権等使用料サービスのいずれにも比較優位を有している.200年にはコン
ピュータ･情報サービス部門にも比較優位を有していたが.201年以降は
競争力を低下させている･その背景として.ICTサービスのインド等-の
アウトソーシングの高まりが大きく影響しているのではないかと類推できる.
通信サービスに比較優位を有する国は,アメリカ以外にはカナダとフランス
がある･ドイツは日本や韓国と同じように,サービス貿易全般に比較優位を
有していない. 
3 分析の枠組
前節では RCA指数を用いてJ CT製品と ICTサービス貿易の比較優位
パターンを OECD諸国間で比較した･アイルランドは ICTサービスの貿易
に比較優位を有する一万･製造業製品の貿易には比較優位を有しておらず,
また日本は ICTサービスの貿易に比較優位を有していないが.ICT製品や
製造業製品の貿易には比較優位を有しているといったことが明らかになった.
このことは･サービス貿易が各国の生産要素厳存条件から何らかの影響を受
けていると考える根拠と見ることができる.特にここでは,ICTサービス
貿易の決定要因について,次の 2点を考察したい.第一に,製品貿易におけ
る貿易黒字 (あるいは貿易赤字)とサービス貿易における貿易赤字 (あるい
は貿易黒字)との間には･何らかの関連性があるのではないか 15).第二に. 
ICTサービス貿易の貿易収支が黒字となるのか赤字となるのかについては.
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国内の産業間における資源配分によって決定されるのではないか.本節では
ヘクシヤー-オリーン-ヴァネック (H-0-Ⅴ)モデルを用いて, 1サービ
ス,2製品,3生産要素からなる正方行列モデルに基づき,ICTサービス
の純輸出と生産要素厳存との間の相関関係について分析する. 
3-1 ICTサービスとICT製品を対象にした 2国･3財 ･3要素
モデル :H-0-Ⅴアプローチ
日本は ICT製品と,ICT製品以外の製品 (以下では ｢製造業製品｣と呼
ぶ)の純輸出国である一方で ICTサービスの純輸入国である.OECD諸国
の中には,これとは逆のパターンを示す国もある.このことは,一定の生産
要素厳存と貿易均衡を仮定すれば.一国のある部門における貿易黒字は,他
部門における貿易赤字を伴うと凍えることができる.そこで我々の分析枠組
では,通常のへクシヤー=オリーン (H-0)による貿易理論を 3財 3要素
に拡張したモデルを,2製品と1サービスの部門からなる軽清に通用する.
ただし,2種類の製品と 1種類のサービスの生産には,熟練労働力,(非熟
練)労働力,および (物的)資本からなる3要素のすべてを用いる必要があ
ると仮定する,また世界は自国と外国から構成される.したがって,各国は
世界に対する相対的な生産要素厳存量に応じて,各生産物の純輸出の符号が
決まることになる.
ヘクシヤー -オリーンの貿易理論が立脚する通常の諸仮定をおくと,生産
要素の完全雇用条件は以下のような方程式体系で表わされることになる 161. 
E-sS e･ em･Mae･ +aqQ+G
L- L･+aq0 L M . ()asS J･ +am･ 2
K-aks･S+a如･0+a加･M 
ここで,a"は,生産物jの 1単位当たりの生産に必要な投入要素iの量を示
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し,大文字の SとQはそれぞれ ICTサービスと ICT製品の生産量 ,Mは製造
業製品の生産量を示している.この国の総生産要素既存量は,熟練労働力に 3-2 要素集約度に関する条件
ついては E.(非熟練)労働力については L (物的)資本については Kと示 要素既存比率に基づく貿易モデルが ICTサービス貿易を説明できるとす
す. れば,日本の ICT製品及びその他製造業製品の貿易黒字と ICTサービスの
ここで ,Vを(3×1)生産要素厳存ベクトル ,Aを(3×3)要素集約度行列 .X 貿易赤字という状況は ,(3)式の両辺の符号パターンが次のような整合性を
持たなければならないことを示唆する.まず,日本の純輸出の符号パターン生産ベクトルと定義して ,(式を書き換えると ,V
需要面における同一でホモセティツクな選好の仮定をおくと , (2)式で表わ
2)1)杏( 3× -AXとなる.
′となる.ここで ,H0--Ⅴモデルが正しいと仮定すると,は,Tニト ++) 
された完全雇用条件は世界全体にも当てはまる.よって ,Wという添え字で
各国は相対的に豊富に存在する生産要素を集約的に用いる製品やサービスの
世界全体の変数を表わすと ,Vw-AXwを得る.ここで要素集約度行列の逆
生産に比較優位を有し,結果的にそれらを輸出することになる.我々の 1
行列を用いて,前式を生産ベク トルについて解 くと ,∫-A-1vおよび 
サービス 2製品のモデルにおいては,日本が ICTサービスの純輸入国であ
Xz Allvwをそれぞれ得る.貿易均衡の下では,当該国が世界全体の消費
るということは,日本が ICTサービスの生産に集約的に用いられる生産要
c-
に占めるシェアは,当該国が世界全体の GDPに占めるシェアに比例するの
素について超過需要の状態にあることを意味する.ここで例として ,ICT
で,当該国の消費ベクトルを C,GDPシェアを Sとすると ,C-
される】7J.輸出から輸入を差し引いた純輸出ベクトルを Tで表わすとすれ
ては非熟練労働九 そして他の製造業製品については物的資本であると仮定
ばT-X-Cと定義でき,最終的に次の貿易方程式を得る.
すると,日本は OECD諸国の平均に比べて相対的に熟練労働力不足鳳 非
熟練労働力および物的資本については豊富国でなければならない.つまり , 
)V
とおくと･符号条件は9 
p,Xs と表わ
(31(-
サービスの生産に集約的に用いられる要素を熟練労働九 ICT製品につい
･-A -svw). 
(V )-svw -(-++)′となる･a-
次に.要素集約度行列A,またはその逆行列 β(- llA )の満たすべき条件に
この (3)式は ,2財2要素からなる通常の H-0理論から導かれる貿易基
ついて考える.要素集約度行列 Aを
本方程式と同じであり,左辺の純輸出の符号が正になるか負になるかは,右
辺の要素集約度と生産要素の需給の大小関係とによって決まることを表わし α♂[ q )E 3別･ r^ ･t > 
t >
一 r 
~ 一 
■ だ 
βα
t z
ている.ここでは多数財に拡張したケースを扱った,いわゆるへクシヤー - A 〃〃 ニ d
〞 
所■
■桝
 
l
J ･
..p
オリーン-ヴァネック (H
方程式として用いる.すなわち ,ICTサービスの貿易赤字が ICT製品の貿
)アプローチによる ｢高次元の｣貿易基本Ⅴ-0-
易黒字や他の製造業製品の貿易黒字とどのように関係しているのかを, と定義する. (3)式を満たすための逆行列 Bの符号条件は,
L ner (8
考慮しながら論じることにする.
19ea 4)に基づいて上式の要素厳存と要素集約度の符号パターンを
78
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B-E 三 三]･
で表わされなければならない.したがって,各生産物の要素集約度が満たす
べき条件の 1つは,次のように導出されることになる 18).
旦竺 >旦 >旦竺竺 
a/m aLs aEq
型 >旦旦 >旦竺 (4)aks akq akm
一望里 >旦 竺 >一些 竺-
a如 ahs am上 
日本が ICTサービスの純輸入国であるという事実と,相対的に熟練労働
力不足国,非熟練労働力豊富国,および物的資本豊富国であるとする仮定の
下で,上記 (4)式に表わされた諸条件を解釈するならば,次のようなことが
いえる. (a)ICTサービスは ICT製品に比べて非熟練労働力に対する熟練
労働力の集約度が高い. (b)ICTサービスは ICT製品に比べて物的資本に
対する非熟練労働力の集約度が高い. (C)ICTサービスは他の製造業製品
に比べて物的資本に対する熟練労働力の集約度が高い.つまり ,ICTサー
ビスは第一義的にサービス産業であり,熟練 ･非熟練の双方に関して.労働
力を資本よりも必要とする産業であることが示される.
リブチンスキーの定理 (RybczynskiTheorem)に基づき,条件式 (4)に
ついて次のような動学的な解釈を行うこともできる. 2財 2生産要素の枠親
の場合と同様に.ある生産要素の増加は,その生産要素を集約的に用いる財
やサービスの生産量を増やし,もう一方の財やサービスの生産量を減らすこ
とになる･図 5に措かれているように ,2部門を ICTサービスと ICT製品
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図5 リブチンスキ 効ー果
情報通信技術 (ICT)製品 
+＼EJ てモ' ー 
CT)サービス
注 1.在Eは当初の均衡点である.エンジニアのような熟練労働者の増加は.情報通信技術 
(lCT)サービスの生産拡大をもたらL 同時に情報通信技術 (ICT)製品の生産縮小をもたらす.
すなわち新しい均衡点は E'のような点にシフトする.また.コンピュータ.ハー ドウェアへの投
資が拡大すると ,ICT製品の生産拡大と ICTサービスの生産縮小をもたらすことになり.新しい
均衡点は Elのような点に移行する.つまり長期的には.増加する生産要素に応じて,サービスと'
財の比較優位 (貿易収支)のパターンが決まることになる.
に置き換えて考察すると ,2部門に共通して用いられる熟練労働力 (例えば,
コンピュータ･エンジニア)が ,ICTサービスの生産に集約的に必要とさ
れるならば,熟練労働力の増加は ICTサービスの生産を拡大し .ICT製品
の生産を縮小させる.したがって,長期的には ICTサービスの輸出が増加
し,ICT製品の輸出は減少することになる.これと反対に,コンピュータ･
ハードウェアへの投資が拡大したとすれば ,ICT製品が相対的に資本集約
的である限りは ,ICT製品の生産が増加し ,ICTサービスの生産は減少す
ることになる. OECD (2CO6b)で言及されているように ,ICTハードウェ
アの減価償却率は ICTソフトウェアの場合よりも大きいことを考えると,
このような ICTハードウェアへの投資は ICTサービスの比較優位の形威に
も影響してくることが理解される.
本論文で繰り返して強調しているように,情報技術の拡散と通信サービス
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ネットワークの菰大によって,現代では多くのサービスが国境を越えて取引
されるようになっている.特に ICT関連サービスはプログラミングやデー
タ管理だけでなく,データの操作やコード化,および標準化といったソフト
面での業務を包摂している (Manwt re r. 6.こうした業務n ihKikgaad 200)
は,サービス産業の中でも中心的な役割を果たしていることが多い.事実,
日本は ITES.とりわけ金融サービスや ｢その他のビジネス ･サービス｣の
輸出を増加させており,これらの貿易収支も近年では黒字に転じている.し
たがって,ITESにおいて比較優位をもたらしている要因は.ICTサービス
における比較優位の要因とは異なる可能性もあると考えられる.以下の実証
分析では,この点も併せて検討していく. 
4 実証分析
最初に本節の 4-1では,ICTサービス貿易が生産要素厳存理論によっ
て説明できるかどうかを検証するための推定式を特定化する.次に 4-2で
は.分析に用いる統計データについて説明する.最後に 4-3では,4-1
で特定化したモデルに基づいて実証分析した結果を示し,日本の ICTサー
ビスの貿易収支が赤字である要因について考察する. 
4-1 推計式 (各国別モデル)
前節で導出した H-0-Ⅴ方程式を,各国別 (cross-country)のデータを
用いて回帰分析を行い†どの生産要素が ICTサービスの比較優位を決定す
るのか という問題に焦点を当てる (Leaner,1984& 1997).データが 
OECDの主要 13カ国に限定されるためサンプル数は少ないが,要素厳存条
件の近い国同士であることから要素価格均等化定理 (atr rcEulz-FcoPie qaia
tionTbeorem)が成立すると考えることができる.推計式の特定化には.
貿易理論の実証分析で一般的なモデルを用いる.まず前節の貿易基本方程式 
(3を･B--]D-Vsw] 甘 )のように表わす･) lA1と l(- V)を用いて次式
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r-β ･β. 甘 )
ここでは,純輸出 (T)と要素厳存量 (12)のデータを用いて要素集約度
の逆行列 (B)を推定することを考える.その場合,Deardorff (1984)な
どの先行研究が示すように,(3')式は最小二乗法 (OLS)により推計可能
で,各生産要素の推定値は次の(5)式によって表される. 
/＼
 
β-(L2'12)~112′･T. (5)

次に(5)式を ICTサービス,ICT製鼠 その他サービス,及びその他製造 
/＼
業製品のそれぞれについて推計し,統計的に有意な正の推定値βが得られれ
ば,その係数に対応する生産要素の厳存量が.その要素を集約的に用いる
サービスまたは製品における比較優位の決定困であると判断する.また,こ
れらの推定値の符号を要素集約度の条件式 (4)と比較することにより,貿易
理論の有効性を検討することも可能である.なお,前節では 3財 3要素のモ
デルで理論的な考察を行ったが,本節の実証分析においてはサービスと製品
を対称的に扱うために4財 4要素の枠組を用いる. 
H-0モデルに基づく実証分析を行った先行研究においては,財貿易に関
する分析が主流であるが.サービス貿易のパターンを実証分析するために推
計式を特定化した例としては.佐々波 ･浦田 (1990)を挙げることができる.
そこでは,日本の運輸,旅行.保険,知的所有権,建築エンジニアリングな
どのサービスの輸出入比率を説明するために,要素厳存理論に基づく物的資
本 ･労働比率の他に,人的資本や研究開発支出,規模の経済性を説明変数と
して,各国データを用いた推計を試みている.本研究も佐々波 ･浦田モデル
にしたがうが,Deardorff (1985)と同様に完全競争を前提として分析を行
うため,規模の経済性は考慮しない.
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当データセットは,時系列と横断面 (cossscinr -eto)の両方の特性を持つ 
(プールされた)ものであるため,年次ダミーを導入し,また日本とアメリ
カに関するカントリー ･ダミー をそれぞれの説明変数に対する係数に掛け合
わせる交差ダミーの形で加える.また貿易理論との整合性を考えて,定数項
は含めないモデルを考える.よって本論文の推計式は,最終的に次のように
定式化される. 
4 4 4 04 
T, βw+∑β( MJW,+∑ DU s.+ ∑
2
ByE R, ,-∑ ,i11[DU P ) -即( Muw)L16,YA +EI=1 - 11 =9
(6)
ここで,T,は)サービス (または製品)の純輸乱 各βは推定パラメーター
を表わす.W.は要素iの超過供給を表わし,DUMJ MUsはそれぞれ EPとDU ]
本ダミーとアメリカダミーを表わす.YEARLは年次ダミー,E,は通常の仮
定を満たす誤差項を示す.Leaner(1984)や Feenstra(2004)が指摘して
いるように,(6)式の推計モデルにおける推定値 (各β)の符号は,リブチ
ンスキー (Rybczynski)効果の方向性を表わすことになる. 
4-2 データセットについて
本推計に用いたデータセットは,OECD主要 13カ国からなる 191.各国の
データは,1996年から2004年までの 9年間にわたってプールしている.価
格データは全て,国際通貨基金 (IMF)の 『国際金融統計』(International 
FinancialStatistics.Ips)から得た期中平均為替レートを使って米ドル建て
に換算している.
サービス貿易のデータは.国際連合 (UN)のオンライン貿易データベー
スをダウンロードした.サービス分類については.国際連合の ｢マニュア
ル｣ (Uie ain,02 拡張された国際収支サービス分類ntdNtos 2 )による ｢
(EBOP)｣のコード番号と対応づけている.
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純輸出は 4つのカテゴリーに集計した.まず,(a)情報通信技術 (ICT)
サービスは,EBOPNo.245の通信サービス,および EBOPNo.262のコン
ピュータ･情報サービスを含む.次に, (b)情報通信技術 (ICT)製品は,
電話通信およびエレクトロニクス機器.オーディオとコンピュータ,および
その他のものを含む.また,(C)非 ICTサービスは,全サービス (EBOP 
No.20)から (a)の ICTサービスを除いたものと定義する.さらに,(d)
非 ICT製品も,全製品から (b)の ICT製品を除いたすべての製品と考え
る.さらに,情報技術によって取引が可能となったサービス (ITES)の中
でも,EBOPNo.260の金融サービスと,EBOPNo.268の ｢その他のビジネ
ス ･サービス｣については個別に推計を行う.
生産要素既存に関するデータは,2007年に利用可能となったウェブサイ
ト上 の デ ー タベ ー ス (EUKLEMSデー タベ ース,2007年 3月, 
http/ eukems.e)からダウンロー ドした,このデータベースは.ノ www. l nt
ICT資本を含む各国の生産要素に関する整合的な統計データが得られるこ
とが利点である.本分析では次の 4種類の生産要素を用いることにした.す
なわち,(1)情報通信技術 (ICT)資本サービス,(2)非情報通信技術 (非 
ICT)資本サービス,(3)熟練労働力 (高熟練労働者),および(4)非熟練労
働力 (中･低熟練労働者)である.熟練労働力は大学卒業者に相当する. 
ICT資本サービスとは,電話通信とコンピュータ機器,およびソフトウェ
アを含む.各国の生産要素既存については.OECD13カ国の合計値に各国
の GDPシェアを掛け合わせることによって.生産要素超過供給を計算する
この比率の計算に用いる GDPデータは,IESより入手する. 
4-3 推計結果
表 3は(6)式に基づく回帰分析の結果を示している. 4種類の被説明変数
をそれぞれ推計したモデルはいずれも全体的な当てはまりが良く,主要 
OECD加盟国については,情報通信技術 (ICT)サービスの貿易を,いわゆ
るへクシヤー-オリーン-ヴァネック (H-0-Ⅴ)の要素既存比率モデルに
紘
--
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よって説明可能であると考えることができる. 
ICTサービスの純輸出と統計的に有意な正の相関を示すものは,説明変
数に用いた 4つの生産要素の中では熟練労働力のみである.それ以外の生産
要素は全て負の影響を与えている.熟練労働力は.ICT製品と非 ICTサー
ビス (ICT以外の全サービス)の推計結果においても正の相関を示してい
る.ICT製品は ICTサービスと同様,非熟練労働力と負の相関関係を有し
ているが,ICT資本とは正の相関関係にある.ICT以外のサービスは,非
熟練労働力も統計的に有意な正の相関を示しており,熟練 ･非熟練労働の如
何に関わらず,サービス産業は労働集約的であることを裏付けている.一方
で非 ICT製品 (ICT以外の全製品)の純輸出は熟練労働力と統計的に有意
な負の相関関係を示しており,非 ICT資本のみが統計的に有意な正の相関
関係を示している.リブテンスキー効果の視点から考えると,国内の熟練労
働力の増加は,ICTサービス,ICT製品,非 ICTサービスの純輸出を増加
させ,非 ICT製品の純輸出を減少させる.
その他に表 3が示唆することとして, (1)ICT資本の金額が ICT以外の資
本と比べて極めて小さいことに注意しつつ ICT以外の資本に注目すると, 
ICTサービスの純輸出と非 ICTサービスの純輸出に対しては負の相関,非 
ICT製品の純輸出に対しては正の相関を示していることが分かる. (2)カン
トリー ･ダミーについては,ICTサービスのモデルではアメリカ･ダミー
の説明力が高いのに対して,非 ICTサービスのモデルでは,日本ダミーの
説明力が高くなっている.(3)年次ダミーの係数では,ICTサービスの純輸
出に対して,2003年と204年のダミー がプラスに効いていることなどが読
み取れる.
次に,表 4でコンピュータ･情報サービスの純輸出のみを被説明変数にし
たモデルの結果を見てみると,明らかに熟練労働力が比較優位の決定要因で
あることが示されているが,ICT資本にせよ非 ICT資本にせよ,資本につ
いては比較優位の要因であるとは考えにくい.また,ITESの結果を見てみ
ると.金融サービスを説明する生産要素として.熟練労働力と非熟練労働力
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表 3 比較庸位の決定図-OECD13カ国のプ-ル･デ ターによる回帰分析 1996-2004年-
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表4 比較優位の決定日一通信サービス,コンピュータ･情報サービスとI S-TE
被説明変数 -各サービス .製品の純輸出 
ICTサービス ⅠTES ⅠTES
通信サービス (245) コンピューター .情報サービス (262) 金融サービス (260)その他ビジネスサービス (268)
係数＼モデル モデル 5 モテリレ6 モデル 7 モデル 8
熟練労働力 (E)非熟練労働力 (L) 0.001 0.〔氾3 0.007 0.013
(6.82)的 (ll.35)… (8.01)-～ (7.56 )-～
一刀  00 1 -  
ITf* (Kz'L) (-5.47)'～ (1.53)■ (2.51)'～ (-2.恥 )'～一札004 一刀027 一刀.075 -0.023 
#ITf* (K)E*日本ダミー (-1.02) (-5.57 )●'■ (-4.63)'' (-0.88)
一刀.004 一刀.033 -0.145 -0.163 
(-3.71)… (-8.37)… (-14.86 )-～ 卜18.09)-'●
一刀 01 一刀.〔氾3 -0.001 021
エ♯日本ダミー (-1.59)`  (-2.ll)～ (-0.49) (-3.88)叫10001 一刀.〔氾1 003 0.0  
KiE*El本ダミー (2.80)"I (-2.53)… (-3.糾 )叫 (0.62).〔鵬 1.〔氾芝 0.015 - 310 
K*El本ダミー (0.65) ト札 lO) (0.40) (-3.97)的002 0.025 142 0.112 
E+7メリカダミー (2.03)'`  (5.70)' # (14.03)'～ (ll.24)'●-.005 一刀.〔氾1 一刀.008 一刀.012 
L+アメリカダミー (-6.59)… (-2.59)●`  (-6.15)'' (-5.62)…0.〔XX)3 -0.〔氾I -0.α)2 00004 
(1.98)～ (-4.41)… 卜4.67)… (1.41) 
0.076 -0.020 0.278 0.180 
K+7メlJカダミー (4.06 )～ ト1.72)●' (7.77)叫 (3.91)的.010 0.ひIB 0.2∝l 0.153 
1997年ダミー (0.87) (6.86)r'  (ll.13)叫 (7.18)…-6.1 -78.66 -1∝).85 661,46 
1998年ダミー  (-0.06) (-0.57) (-1.75)■' (0.56)41.27 138.98 60.31 878.12 
1999年ダミー (0.41) (0.87) (-I.24) (0.66)85.49 -114.6 -1046.92 53.33 
20α)年ダミー  (0.71) (-0.62) (-2.28)'  (0.04)140.77 -286.83 -1037.24 -6.70 
2001年ダミ- (1.10) ト1.53)' 卜1.82)'  (-0.01)35.92 -7.21 -751.22 463.61 
2002年ダミー (0.36) (-0.37) (-1.42)' (0.33)63.25 55.22 9舗.88 440.19 
203年ダミー (0.47) (0.37) 卜2.13)'`  (0.44)28.27 420.12 -58.43 997.7g 
2004年ダミ- (I.66)' (2.57)●'  (-0.49) (I.14)262.98 67.37 179.29 1534.ll
決定係数 (I.64)' (2.67)●'  (0.27) (1.91〕…0.852 0.889 941 0.867 
r 21.31 184.27 116.60 859.28
サンプルサイズ 106 1(光 101 108
資料 ･出所 :表 3に同じ.
荏 :表 3に同じ.lTESは,情報技術によって取引が可能となったサービス,1T-EnabledServicesを意味す
る.
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はプラスに影響するが,ICT資本と非 ICT資本はマイナスに影響するとい
うことが明らかになった.このような推計結果は,ICTサービスもITESも
ともに資本とは負の関係を示 しており.これは ICT (関連)サービスは
サービス産業であるため,熟練 ･非熟練を問わず,労働力が最も重要な生産
要素であるということを示唆していると考えることができる.
以上の分析結果をまとめると,OECD諸国の平均的な傾向として,熟練
労働力の相対的な豊富さは ICTサービス及び ICT関連産業の貿易収支黒字
をもたらす重要な要因であるということが言える.しかし日本の場合につい
て得られた結果は,OECD全般の傾向と整合的ではないことに注意しなく
てはならない.なぜなら,日本の熟練労働力の実際の既存状況は,OECD
の平均から見ると超過供給にあり,H-0-Ⅴ理論の帰掛 こしたがえば,本来
なら日本は ICTサービスの純輸出国とならなければならないからである･
つまり,伝統的な要素厳存比率モデルは,OECD諸国全体としては ICT
サービス貿易の比較優位のパターンを説明できると言えるが,日本の ICT
サービス貿易収支赤字に対しては説明力があるとは言えないことになる.
我々は ICTサービスの生産に集約的に用いられる要素が熟練労働力であ
ると仮定して議論を進めてきたが,その仮定にも問題があるかもしれない･
稔務省が指摘しているように,高度な ICT人材の蓄積という観点から見る
と.OECDの標準と比較して日本は人材の不足国であると考えることもで
きる.また,日本の場合,要素厳存比率だけでは ICTサービス貿易のパ
ターンを十分に説明できず.何らかの補完的なモデルを導入する必要性も示
唆される. 
5 結 論
本稿では,まず国際収支表に基づいて,日本の情報通信技術 (ICT)サー
ビスの国際貿易の規模とパターンを概観した.日本の場合,ICTサービス
の貿易収支は赤字であり.ICT製品や ICT以外の製造業製品における貿易
収支の黒字傾向とは顕著な対照性を示している.これは,製品部門には比較
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優位を有しながらもサービス部門には比較優位を有していないということを
示唆している.そこで RCA指数を計算すると.2004年時点で,ICT製品に
ついては 1.69,コンピュータ･情報サービスについては 0.18,また通信
サービスは 0.15という値を得た.このことから, E]本の純輸出の構造と比
較優位のパターンとは整合的であることが分かった.ただし,情報技術によ
り取引が可能となったサービス (ITES)のうち.金融サービスの近年の貿
易収支は赤字から黒字に転じている.このことの原因としてはアイルランド
が経験したような要素厳存の状況の変化が考えられる.しかしながらRCA
指数を見ると,依然として日本は金融サービスにも比較優位を有していない
ことが明らかになった (2(氾5年時点で 0.43).
以上から,本分析モデルでは同一の生産要素がサービスと製品の両部門で
必要とされるのであれば,このような比較優位 ･劣位の構造はそれぞれの要
素集約度と国内における要素厳存の状況とによって決まるはずであると考え
て,へクシヤー-オリーン-ヴァネック (班-0-Ⅴ)モデルに基づいた理論
的な検討を行った.また,OECD13カ国のデータを用いた実証分析を行い, 
ICTサービス貿易の比較優位の決定要因を分析することを通じて,日本の
貿易パターンが要素比率モデルで説明され得るのかどうかについて考察した
回帰分析の結果からは,一般的なサービスと同様 ICTサービスについて
ち,熟練労働力が比較優位を決定する重要な要素であるということが示され
た.この熟練労働力の重要性は,特にコンピュータ･情報サービスにとって
顕著である.その一方で.資本は比較優位の決定要因としてはそれほど重要
ではないことが分かった.また,金融サービスの貿易においては,熟練労働
力は比較優位の決定国としては考えにくい.OECD諸国の全般的な傾向と
して,熟練労働力の相対的に豊富な国は ICTサービス貿易に比較優位を持
つ傾向があるということが示された.
これらの実証分析結果を踏まえると,日本の ICTサービス貿易収支の赤
字あるいは比較劣位については,H-0-Ⅴモデルによって説明しきれないこ
とも明らかになった.なぜなら,日本は熟練労働力が相対的に豊富な国であ
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り,それゆえ,日本の ICTサービス貿易収支は本来黒字でなければならな
い.したがって,日本の ICTサービス貿易の説明モデルとしての本論の分
析には,さらに補完的なモデルが必要であることは明らかである･日本政桁
は情報通信政策として 2001年より ｢e-Japan戦略｣を進めているが･近年
は単なる熟練労働でなく高度な ICT人材育成のための政策が重要であるこ
とが強調され始めている.本研究の分析結果は,この戦略の政策的効果がい
まだ現われてきていないことを示唆している･
最後に,この分析において本稿では,国際収支表のみに基づいてサービス
貿易の動向を観察した.しかし,国際収支表は国境をまたぐサービスの取引
についてのみ計上されていることに留意しなければならない.既に多くの研
究が指摘しているように,ICTサービスのアウトソーシングや海外直接投
資の拡大に伴い,ICTサービスについても･現地において取引される機会
が増加 している (K kgaad,200;OECD, 5 06, 6:ire r 7 200,2 aおよび 200b
MannwithKirkegaard.2006)･このような要素をICTサービス貿易の分析
モデルに取り入れることは今後の課題である.
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